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研究成果の概要（和文）：本研究の成果として，1）高精度時刻同期型加速度計とGNSSセンサが災害時に連動す
る自動計測装置の開発に関して，加速度計とGNSSセンサそれぞれの計測精度を検証し，それらを建物に設置した
際に適切に稼働することを確認した。2）計測データから被災情報等を判定するアルゴリズムの開発に関して，
損傷したRC造5階建て架構試験体を対象とした被災判定技術の提案を行い，静的非線形増分解析の結果を用いて
被災判定が適切に出来ることを確認した。3）多くの建物の被災判定を自動化させるスケーラビリティのあるシ
ステムの検討に関して，クラウドを用いて計測データ収集システムを設計および一部実装した。

研究成果の概要（英文）：As a result of this research, 1) Regarding the development of an automatic 
measurement device in which a high-precision time-synchronized accelerometer and a GNSS sensor are 
linked in the event of a disaster, the measurement accuracy of each accelerometer and GNSS sensor 
was verified, and when they were installed in a building. It confirmed that the system works 
properly. 2) Regarding the development of an algorithm for determining damage information from 
measurement data, a damage determination technology for a damaged RC five-story frame test specimen 
was proposed, and the method to determine damage was confirmed to work properly using the results of
 static nonlinear incremental analysis. 3) a measurement data collection system using the cloud was 
designed and partially implemented as a study for a scalable system that automatically collects 
damage assessment results for many buildings.

研究分野：建築物の損傷評価
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究によって，建物の応答変位を直接計測するGNSSセンサの計測精度を検証し，それらを既存加速度センサー
内に取り込み，実建物において計測できることを検証し，かつそれらの計測データの一元的な収集システムの開
発を行ったものでこれまでに実施されたことのない研究として位置づけられる。これらが今後建物に実際に設置
されることで，地震後の迅速な被災判定の実施の結果，災害後における防災拠点施設の効率的な災害対応に資す
ることができる。また計測されたデータを用いて被災建物の損傷評価に結びつく検討方法を提示したことで，建
物の振動計測から被災判定まで一連の流れを示したことに意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 
地震によって被災した建築物の損傷状態をあらかじめ設置された加速度計を用いて評価する

「構造ヘルスモニタリング」技術が各機関で開発され，その一部が社会実装されつつあるが，そ

の普及数は多くはない。その技術は，建築物にあらかじめ複数台取り付けた加速度計を物理的に

ケーブルで接続し，加速度計間の時刻同期やデータ転送，給電を行い，地震時の揺れを計測する

ものであるが，そのケーブル敷設を省力化し，導入障壁を下げる必要がある。さらにその転送さ

れた計測データを用いて，当該建築物の被災状態を判定するため，加速度データを積分して最大

応答および残留変位に変換する必要があるが，それは設置した加速度計の性能や加速度の積分

手法，建築物の卓越振動数等に依存するため，この方法を用いた場合の適用範囲が存在するもの

の，それらは十分に明らかにされていない状況にある。そのような中，本研究開始前の申請者ら

の研究より，屋外にて地震時の変位応答を模擬する振動装置を用いて高性能測位 GNSS センサ

の計測データから応答変位を算定し，地震動の種類にかかわらずその精度が概ねよいことを確

認できているものの，当該センサはかなり高性能な製品であることから，建築物群で普及できる

より一般的なセンサを用いて被災建築物の判定の可能性を模索する必要がある。また GNSS 測

位センサを地震による建築物の応答変位計測装置として活用する場合，地震の揺れを感知する

情報を共有するため加速度計との連携した動作が必要であり，加速度計と GNSS センサが有機

的に連動することで，災害時の建築物の全体的な揺れを検知し，自動的に通信負荷の小さいデー

タ計測・配信ができる合理的なメインユニットの開発が必要である。またメインユニットと連動

して，建築物内の局所的な損傷を評価するための多点計測サブユニットもより詳細な損傷状態

把握のために必要である。さらに GNSS 測位センサにより得られる変位は建築物の絶対変位に

相当するが，建築物の損傷評価の観点から敷地地盤の変位を除いた相対変位を算定する必要が

あり，敷地条件によって地表面の変位を GNSS センサで計測するには高度なデータ処理技術等

を駆使して地表面における正確な変位データの算定が必要になる。 

次に，計測データを用いて建築物の被災状態を評価する方法が必要であるが，現状過去の地震

被害データ等に基づく層レベルの定性的評価にとどまっており，定量的な部材レベルの損傷評

価手法が必要である。実際の建築物内にある部材レベルの損傷評価を行うためには，部材単体で

はなく，架構を対象とした構造実験により，架構全体挙動と部材挙動との関係性を把握し，かつ

各部材の損傷計測を実施し，それらを用いた評価手法の確立が必要である。さらに災害により生

じる損傷に基づき，被災建築物の復旧に要する時間を評価することも迅速な復旧にとって必要

である。申請者らは，損傷した部材の修復に要する時間に着目した評価指標の提案を行っており，

今後，それらを実建築物の修復性評価に展開することが課題である。 

最後に前述の計測データが多地点で実施され，それは建築物群の被災情報の迅速な把握が早

期復旧にとって極めて重要な災害後の初動となる。その実現のためには，当該情報が地震後速や

かに収集，分析，結果の表示を行う必要があるが，その実現のためには高速インターネット通信

網の活用は必要不可欠となる。その際，年々厳しさを増す各建築物管理機関のセキュリティポリ

シーを考慮すれば，ここでの送受信システムもセキュアな環境で行うことが必須となる。 
 
２．研究の目的 
大きな災害後には被災エリアの建築物群の迅速な復旧が社会経済やコミュニティ活動等にと

って極めて重要であることから，建築物群にセンサを取付け，災害時の被災情報の迅速な把握の

ための研究開発が盛んだが，我が国が力を入れつつある宇宙開発の一環である衛星

（GNSS(Global Navigation Satellite System/全球測位衛星システム)）センサは，建築分野において

災害時の建築物群の挙動把握の観点で，その利活用はなされていない。本研究は，災害後迅速な



対応が求められる災害拠点建築物群の早期復旧に資する衛星情報を活用した被災判定自動化技

術の開発を目的とし，次の研究項目を実施し，災害後迅速に復旧できる都市形成促進に寄与する

ことを最終目的とする。（1）高精度に時刻同期された加速度計と GNSS センサが災害時に連動

する自動計測装置の開発，（2）計測データから被災情報等を評価するアルゴリズム開発，（3）多

くの建築物群の被災判定を自動化させるスケーラブルなシステムの検討 
 
３．研究の方法 

（1）加速度計と GNSS センサが災害時に連動して自動的にデータを計測する装置の開発 

メインユニット：本検討では，各国の衛星信号を屋内に伝送できる GNSS測位センサと加速度計

との連携を基盤技術とする。具体的には，地震が発生した時点で加速度計がその揺れ情報を

GNSS 測位センサへ伝送すると同時に両者が計測を開始し，揺れの収束時点で再度その情報を

GNSS 測位センサへ伝送するとともに両者が計測を終了し，計測データを管理サーバに送信す

る一連の自動化システム（図 1参照）を実施する。また建築物の頂部変位を計測する GNSS測

位センサの観測データを損傷評価の観点から必要となる計測精度を明らかにし，それに見合っ

たセンサの開発を行うとともに，高精度な損傷評価のための地盤変位の計測手法およびその推

定手法の開発を災害拠点建築物に対して実施する。 

サブユニット：メインユニットとの連携を図る上で当該ユニット同様，計測データが高精度時刻

を有する GNSS 時刻同期型多点観測用 MEMS センサモジュールを開発する。センサモジュー

ルを製作後，計測機能や時刻同期機能を確認するために，図 2 に示すセンサモジュール開発用

振動試験装置により試験を行う。 

両ユニットの基本性能を試験で確認した後，実大架構試験体の振動実験においてこれらセン

サの機能を検証する。上記一連の検討で性能の確かさが確認できたユニットを実建築物に設置

し，高精度時刻同期や地震などの災害による建築物の揺れをトリガーにしたデータ観測の妥当

性を検証するための実証設置を比較的大きな避難施設を模擬した揺れの状態を再現できる種子

島宇宙センター内にある建築物にて実施する。 

 

 

 

 

図 1 地震発生を想定した一連の観測システム       図 2 検証用振動試験装置 

（2）計測データから被災情報等を判定するアルゴリズム開発 

本研究では，（1）で構築する高精度時刻で同期されたセンサ計測システムに基づき，1）異なる

2 点のセンサで計測された値から建築物全体の損傷程度の把握を，2）層や部材レベルで局所的

に設置し計測したセンサから，部材の損傷程度を把握する方法について，過去に実施した災害拠



点建築物を想定した実大架構試験体の実験データを用いて検討する。具体的には，実大の 5階建

ての鉄筋コンクリート造架構試験体の最上階変位と最下階層せん断力を用いて建築物全体の損

傷性状を評価するための構造特性曲線を抽出する。その抽出された曲線の割線剛性変化率と発

生している損傷を関連付け，建築物全体を評価するための特異点を損傷程度に応じて定義する。

また部材の損傷状態を直接考慮し建築物全体の被災度を解析的に計算する手法を提案する。次

に，部材実験を実施し，上記で得られた特異点から修復時間を算定する方法を適用し，その妥当

性を明らかにする。その上で，地震時に計測されるデータから被災情報として部材に生じる損傷

量等を評価するアルゴリズムを提案する。 

（3）多くの建築物の被災判定を自動化させるスケーラビリティのあるシステムの検討 

（1）から得られるデータと（2）で提案されるアルゴリズムの一部を用いて，建築物の被災判定

を自動的に行う手法を検討する。まず計測データを送信する場合に，専用線を配した上で物理的

にサーバを設置して対応する場合と，公衆回線網を用いてクラウド上にて対応する場合の検討

を行い，それぞれの環境下におけるシステム構築の方法およびその拡張性について検討し，将来，

膨大な被災建築物群の観測データを一斉に集約，処理，表示できるスケーラビリティのあるシス

テムを提案する。さらに，そのシステムと連携する上で必要となるセンサの必要性能や仕様につ

いて検討する。次に（2）で提案される被災情報の判定アルゴリズム，本システム上で災害後迅

速に機能する状態のシステム構築のための設計を行う。具体的には，多くの建築物に対して被災

判定法およびその結果の収集をクラウド上に試行的に整備する。さらに建築物の被災情報を通

信させる場合にセキュリティを確保する目的で，通信データを暗号化する形式を採用する。 
 
４．研究成果 
本研究の成果として，1）高精度時刻同期型加速度計と GNSSセンサが災害時に連動する自

動計測装置の開発に関して，加速度計と GNSSセンサそれぞれの計測精度を検証し，それらを

建築物に設置した際に適切に稼働することを確認した。2）計測データから被災情報等を判定す

るアルゴリズムの開発に関して，損傷した RC造 5階建て架構試験体を対象とした被災判定技

術の提案を行い，静的非線形増分解析の結果を用いて被災判定が適切に出来ることを確認し

た。3）多くの建築物の被災判定を自動化させるスケーラビリティのあるシステムの検討に関し

て，クラウドを用いて計測データ収集システムを設計および一部実装した。以下に個別の結果

の概要を示す。 

（1）高精度に時刻同期された加速度計とGNSSセンサが災害時に連動する自動計測装置の

開発 

メインユニットについては以下6項目を実施 

M1）衛星測位における建築物の地震時応答変位観測に関する基礎研究  

M2）振動台を用いた安価な加速度センサの計測性能評価法のための基礎研究 

M3）衛星測位技術を用いた屋外試験体の動的応答変位観測に関する基礎研究 

M4）屋外にある実大架構を対象とした各種計測装置から得られる応答変位の精度検証 

M5）衛星測位を用いた建築物の地震応答変位計測精度に関する研究 その 1 実験計画・その 2

実験結果 

 上記までの検討で，メインユニットに用いるセンサの種類とそれらの計測精度を明らかにす

るとともに，地震時に加速度計と GNSSセンサが地震感知後に連動して自動的に計測を開始終

了する仕組みを設計し，それらを試行的にセンサユニットとして製作した。 



M6）M5 までに検証されたメインユニットの実建築物への実装として以下 2棟への取り付けを実

施した。 

（1）JAXA 筑波宇宙センター総合開発推進棟の SHM システム導入について 

（2）JAXA 種子島宇宙センター第 3衛星フェアリング組立棟の SHM システム導入について 

サブユニットについては以下の項目を実施： 

S1）衛星測位における建築物の地震時応答変位観測に関する基礎研究 

本検討において，GNSSモジュールを交換した 2台の iPNT対応地震センサに，同一の GNSS時

刻情報を入力し，テーブルをたたいて振動を計測した。絶対時刻でそろえた 2台のセンサの z軸

加速度の計測結果より両者が一致していることを確認した。 

本検討の課題として，iPNT 対応地震センサの開発自体が途中で中止されており，細かい不具合

が修正されていないため，改造方法の妥当性とセンサの基本的な性能は確認できたものの，実際

の構造物に設置して長期的に運用するほどの信頼性は不足している。さらに開発ドキュメント

の分析を進め，改良して完成度を高めていくことは可能と考えられるが，そのための開発コスト

が必要となる。 

 

（2）計測データから被災情報等を評価するアルゴリズム開発 

 本検討では静的非線形増分解析結果を用い，設計段階において想定される地震動に対して建

築物の最大応答変形が既知の状態を想定し，建築物全体の耐震安全性評価を個別部材の損傷状

態を考慮する形で行う方法を提示した。 

本手法をより一般化するためには，下記の 2つの課題を解決する必要がある。 

1. 損傷度-塑性率関係の定義を実験値や実観測データを使用せずに算定する方法が必要 

2. 設計された建築物に対する本手法の適用性の検証 

 

（3）多くの建築物群の被災判定を自動化させるスケーラブルなシステムの検討 

多くの建築物の観測結果の収集をクラウド上に試行的に整備した。さらに建築物の被災情報

を通信させる場合にセキュリティを確保する目的で，通信データを暗号化する形式を採用した。

それらにより構築した web ぺージを図 3 に示す。実際に観測している建築物の地震時の応答デ

ータが適切に送信されていることを複数の地震後に確認した。 

 

 
図 3 クラウドサービスを活用した地震観測データ自動収集システム 
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